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今年度の重要施策と課題

大臣官房文教施設企画・防災部

　文部科学省では、新しい時代の学びを実現する学校
施設の整備と老朽化対策を一体的に進めるため、環境
を考慮した学校施設の整備等を推進し、地方公共団体
が学校施設を整備する際の参考となる指針や手引、事
例集を作成する等、その普及を通じて質の高い学校づ
くりを進めています。
　学校施設は、児童生徒の学習・生活の場であるとと
もに、地震等の災害時には地域住民の避難所としての
機能も果たすことから、安全・安心を確保することが
極めて重要です。誰もが安心して利用できる安全な学
校施設づくりを目指し、引き続き耐震化や老朽化対策、
防災機能強化等を推進しています。
　令和６年能登半島地震では、これまでの耐震化の措
置により校舎が倒壊するような被害はありませんでした
が、壁のひび割れや天井材の落下等の被害が多く、一
部では、柱や梁等に大きな損傷を受けた学校や、がけ
崩れ、地盤沈下等の被害を受けた学校もありました。
文部科学省では、これらの学校施設の早期復旧に取り
組んでまいります。

豊かな学校施設環境の構築1

（1）新しい時代の学びを実現する学校施設
の在り方について 

　文部科学省では、学校教育を進める上で必要な施設
機能の確保のため、施設計画及び設計における基本的
な考え方や留意事項を示した「学校施設整備指針」を

学校種ごとに策定して
います。また、今後の
学校施設の在り方や学
校施設整備指針の改訂
について、学識経験者
等からなる「学校施設
の在り方に関する調査
研究協力者会議」（以下

「協力者会議」という。）において調査研究を行ってき
ました。協力者会議において、令和４年３月に「新し
い時代の学びを実現する学校施設の在り方について　
最終報告」がまとめられ、柔軟で創造的な学習空間や

特 集
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Ⅰ 安全・安心で質の高い学校施設等整備の推進

がけ崩れにより校舎を支える基礎杭が露出した
石川県立金沢北陵高校の被害写真

避難所として活用されている学校体育館の様子

学校施設の在り方に関する
調査研究協力者会議

https://www.mext.go.jp/
b_menu/shingi/chousa/
shisetu/066/index.html
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地域・社会との共創空間など、新しい時代の学び舎と
して目指す５つの姿と、その姿を実現するために学校
設置者や国が取り組む推進方策が提言されました。

　こうした提言等を踏まえ、文部科学省では、令和４年６
月に各学校施設整備指針を一斉に改訂するとともに、令
和５年５月に、新しい時代の学びに対応した空間を改修
等で実現する際に、ボトルネックとなる技術的な課題への
対応策を分かりやすく解説する「学校施設の教育環境向
上を図る改修等に関する課題解決事例集」 を作成しまし
た。 また、令和５年１
月に「学校施設の質的
改善・向上に関するワー
キンググループ」を立
ち上げ、新しい時代の
学びを実現する具体的
な整備内容等について、
議論を進めています。

（２）学校施設のバリアフリー化の推進
　令和３年４月の改正バリアフリー法等の施行により、
特別特定建築物に公立小中学校等が新たに位置付けら
れ、2,000㎡以上の公立小中学校等を建築等する際に、
廊下の幅や車椅子使用者用のトイレの数等を示したバ
リアフリー基準への適合が義務付けられたほか、2,000
㎡未満のものを建築する際や既存の建築物に対しても
基準適合への努力義務が課せられました。

　令和２年には、学校
設置者に対して国とし
ての公立小中学校等
施設におけるバリアフ
リー化に関する整備目
標を設定しました。学
校設置者の取組の加速
化を支援するため、令

和３年度より既存の公立小中学校等施設におけるバリア
フリー化工事の国庫補助率を 1/3 から 1/2 に引き上
げました。
　令和４年度には、前回の令和２年度調査に引き続き、
２回目となる「学校施設のバリアフリー化に関する実態
調査」（令和４年９月時点）を実施しました。調査結果

学校施設の
バリアフリー化の推進

https://www.mext.go.jp/
a_menu/shisetu/seibi/

mext_00003.html

（学び）多目的スペースの活用による多様な活動へ
柔軟に対応できる学習空間

新しい時代の学び舎として目指していく姿

（共創）地域や社会の人たちと連携・協働し、
ともに創造的な活動が展開できる共創空間

学校施設の教育環境向上を図る
改修等に関する課題解決事例集

https://www.mext.
go.jp/a_menu/shisetu/

seibi/1372577_00003.htm
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を公表するとともに、文部科学省 WEB サイト内の「学
校施設のバリアフリー化の推進」特設ページにおける
情報発信や、全国の学校設置者等を対象とした講習会
や各種会議等における普及啓発等に取り組んでいます。
これらの内容も踏まえ、障害等の有無に関わらず、誰
もが支障なく学校生活を送ることができるよう、学校施
設のバリアフリー化の一層の推進をお願いします。

公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する整備目標

（３）公立特別支援学校の教室不足への対応
　公立特別支援学校では、令和５年 10 月１日時点の
調査で、全国で 3,359 教室が不足しています。前回調
査（令和 3 年 10 月 1 日）と比較して、381 教室減少
していますが、依然として高い水準で全国的に教室不
足が生じています。
　文部科学省では、教室不足のより一層の解消に向け
て、各設置者の取組を支援するため、特別支援学校の
新増築等の施設整備に対して優先的に国庫補助を行っ
ています。また、令和２年度から６年度までを教室不足
解消のための「集中取組期間」とし、特別支援学校で
はない既存施設を特別支援学校の用に供する改修事業
について補助率を 1/3 から 1/2 へ引き上げているこ
とに加え、令和５年度からは、教室不足解消に向けた
既存の特別支援学校校舎の改築・改修についても、同
期間中は補助率を 1/3 から 1/2 へ引き上げています。
各設置者に対しては、特別支援学校への受入れが想定
される児童生徒数の推計を的確に行い、教室不足の解
消計画を可及的速やかに策定・更新するとともに、学
校の新設や校舎の増築、分校・分教室の整備、廃校・
余裕教室等の既存施設の活用等によって、教育上支障

が生じないよう適切な対応を求めています。
　また、各都道府県に対し、教室不足解消の前倒しの
可否や課題等について個別にフォローアップするととも
に、解消に向けた好事例の収集を行い、そのノウハウ
等を各設置者に共有するなど、取組の加速化を働きか
けています。

学校施設の長寿命化と
維持管理2

（１）公立学校施設の長寿命化に向けた取組
　公立学校施設については、これまで耐震化を優先的
に進めてきましたが、その一方で老朽化が進行した学
校施設の増加に伴い、安全面や機能面における不具合
が多く発生するなど対策が喫緊の課題となっています。
　厳しい財政状況の下、施設の老朽化のみならず、１
人１台端末に対応した教育環境向上等の公立学校施設
を取り巻く様々な課題を解決するためには、中長期的
な視点の下、計画的な整備を行うとともに、コストを抑
えながら改築（建替え）と同等の教育環境を確保する
ことができ、排出する廃棄物量も少ない「長寿命化改修」
に重点を移していくことが必要です。
　長寿命化改修は、建物の耐久性を高めることに加え、
学校施設に対する現代の社会的事情に応じるよう、建
物の機能や性能を引き上げるものです。適切なタイミ
ング（おおむね築後 45 年程度まで）で長寿命化改修
を行うことで、技術的には、70 ～ 80 年程度に耐用年
数を延ばすことが可能です。また、地方公共団体によ
る長寿命化改修の導入を推進するため、地方公共団体
が行う長寿命化改修に対して国庫補助を行っています。
　設置者における所管施設等の長寿命化に向けた取組
を更に推進するため、文部科学省では、令和３年３月、

「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）（令和
３年３月）」（以下「行動計画」という。）を改定しました。
　行動計画では、各設置者におけるメンテナンスサイ
クルの構築や中長期的な維持管理等におけるトータル
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コストの縮減、予算の平準化を目指すべき姿として掲
げるとともに、各設置者に対して個別施設計画の早期
かつ確実な策定や積極的な公表をお願いしています。
　これらを踏まえ、文部科学省では、すべての地方公
共団体に対して、公立学校施設の個別施設計画を策定
するよう要請してきたところであり、令和５年４月１日
現在で 99.2％の学校設置者において策定が完了してい
ます。
　今後は、各設置者において計画の適時の見直しや内
容の充実化が図られるよう、文部科学省は、 各設置者
が策定した個別施設計画に記載されている主な内容を
まとめた一覧表を公表するとともに、計画の内容充実
に向けた見直しに資する事例集の作成や、教育委員会
と首長部局との横断的な検討体制の構築に関する解説
書等の周知を行うなど、引き続き、長寿命化対策の取
組の支援に努めてまいります。

学校施設の⾧寿命化計画（個別施設計画）の策定について

インフラ⾧寿命化基本計画
（H25.11インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定)

公共施設等総合管理計画（インフラ⾧寿命化計画（行動計画））
策定主体:インフラを管理・所管する者 ⇒ 文部科学省、地方公共団体
対象施設:計画的な点検・診断・修繕・更新等の取組を実施する必要性が認められる全ての施設 ⇒公立学校施設も対象
記載事項:対象施設の現状と課題、維持管理・更新コストの見通し、必要施策に係る取組の方向性、フォローアップ計画 等

基本計画に
基づき策定

行動計画に
基づき策定

個別施設毎の⾧寿命化計画（個別施設計画）
策定主体:各教育委員会
記載事項:対策の優先順位、個別施設の状態、対策内容と実施時期、対策費用 等

点検・診断 修繕・更新

計画の取組を
推進

施設の状況を
反映

個別施設計画を核にしたメンテナンスサイクルの構築

 個別施設計画は、厳しい財政状況の中で、中⾧期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの
縮減や予算の平準化を図りながら、施設の機能維持や安全性を確保するための計画。（中⾧期に
わたる整備の内容や時期、費用等を具体的に記載。）
⇒各施設のメンテナンスサイクルの核となるもの

 現時点で、ほぼ全ての地方公共団体が公立学校施設の個別施設計画を策定済み。

 

（２）学校施設における維持管理の徹底
　学校施設には、日常のみならず災害時においても十
分な安全性・機能性が求められます。建築当初には備
わっているこれらの性能も、経年等により満たさなく
なっている恐れがあります。学校施設の管理者等にお
いては、当該施設が常に健全な状態であるよう、適切
に維持管理を行うことが必要です。
　近年、学校施設の老朽化に伴い、外壁等が落下する
事故が相次いで発生する等、安全面における不具合が
増加しています。また、体育館の床板剥離による負傷
事故、防球ネットの支柱倒壊による児童死傷事故など
重大事故も継続的に発生しています。
　文部科学省では、このような学校施設に起因する事
故等を防ぐため、学校設置者に対して、落下や倒壊等
により重大な事故につながる恐れのある外壁や工作物
等の点検を要請するなど安全確保に係る通知を発出す
るとともに、適切な維
持管理が進むよう手引
きやパンフレットなどを
作成・周知しています。
　今後も引き続き、学
校施設における維持管
理の適切な実施を推進
していきます。

改築同等の教育環境を確保
（千葉県 柏市立土小学校）

教室内の三方面にホワイトボードを設置することで、
「主体的・対話的で深い学び」を促す環境を整備（同上）

学校施設の維持管理について
（通知、手引き、パンフレット）

https://www.mext.
go.jp/a_menu/shisetu/
maintenance/index.htm
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